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2１．平成２５年料金改定の概要

○ 当社は、平成25年２月20日に経済産業大臣に、原価算定期間を平成25年度から27年度の３カ年とする平均
10.94％の規制部門料金の値上げ認可申請を行いました。（自由化部門は17.50％）

○ 公聴会、電気料金審査専門委員会、消費者庁でのチェックポイントにもとづく検証等を経て、同年８月６日に
同大臣より、規制部門で平均7.80％の値上げ認可をいただき、同年９月１日より実施しております。（自由化部
門は14.72％）

＜原価の内訳＞

認可原価
（H25～H27）

人 件 費 478

燃 料 費 1,280

火 力 燃 料 費 1,228

核 燃 料 費 52

購 入 電 力 料 642

修 繕 費 633

資 本 費 834

減 価 償 却 費 554

事 業 報 酬 280

公 租 公 課 336

原 子 力 ﾊ ﾞ ｯ ｸ ｴ ﾝ ﾄ ﾞ 費 用 88

そ の 他 経 費 857

控 除 収 益 ▲226

販 売 電 力 料 ▲120

そ の 他 控 除 収 益 ▲106

総原価（小売対象原価） 4,924

（億円）

注 端数処理の関係で合計が合わない場合がある。
（以降、同様）

※１ 総原価は、効率化額（▲281億円）および
査定額（▲131億円）反映後。

※２ 接続供給に伴う託送収益（14億円）を含む。

＜前提諸元＞

※１

（H25～H27）

販売電力量 （億kWh） 275

原油価格 （$/ﾊﾞﾚﾙ） 114

為替レート （円/ﾄﾞﾙ） 80

原子力利用率 （％） 33.8

事業報酬率 （％） 2.9

経費対象人員 （人） 6,184

・低圧部門の販売電力量は、112億kWh。
（うち、特定小売は74億kWh）

・原油価格・為替レートは、申請時期の直近３
ヶ月の貿易統計価格（平成24年10月～12月の
平均値）を参照。

・原子力利用率は、伊方３号機が平成25年７月
に再稼働することを前提に算定。（廃止して
いる伊方１号機を含む。）（以降、同様）

・事業報酬率は、旧一般電気事業供給約款料金
算定規則等に基づき算定。

※３ 原価単価
＝ 総原価（小売対象原価）÷販売電力量
＝ 4,924億円÷275億kWh
＝ 17.89円/kWh

※４ その他は、公租公課、原子力バックエンド費用、
その他経費、控除収益の合計。
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3２．平成２８年度における収支実績

○ 経済産業省令（みなし小売電気事業者部門別収支計算規則）に則り、規制部門及び自由化部門の収支を算定し
た結果、規制部門においては▲11億円の赤字（利益率▲0.7％）、自由化部門においては79億円の黒字（利益率
2.9％）となり、規制部門・自由化部門合計では、68億円の黒字（利益率1.5％）となりました（いずれも、電気
事業利益ベース）。

○ なお、この利益については、電力システム改革の動向など不透明な今後の事業環境等を踏まえ、安全・安定供
給上必要な設備投資や財務体質の改善等に重点活用しております。

規制部門

[Ａ]

自由化部門

[Ｂ]

合計

[Ａ]＋[Ｂ]

電気事業収益 ① １,６４６ ２,７７６ ４,４２２

電気事業費用 ② １,６５７ ２,６９６ ４,３５４

電気事業利益または損失

③＝①－②
▲１１ ７９ ６８

電気事業利益率 ④＝③／① ▲０.７％ ２.９％ １.５％

（参考）販売電力量 ６９ １８８ ２５６

＜電気事業利益または損失＞

※ 電気事業収益は、電気事業営業収益から地帯間販売電力料、他社販売電力料を控除、財務収益を加算。
電気事業費用は、電気事業営業費用から地帯間販売電力料、他社販売電力料に相当する金額を控除、電気事業財務費用を加算。

（億円、億kWh）



4３．規制部門と自由化部門の利益率の乖離要因について

○ 規制部門と自由化部門の利益率が乖離した要因としては、規制部門は自由化部門に比べ、電気料金のうち固定
費の占める割合が高いため、退職給与金や電力システム改革に伴う委託費の増加による影響が相対的に大きく表
れたためです。

○ 上記要因を控除することにより、規制部門と自由化部門の利益率の乖離は大きく縮小します。

規制部門

[Ａ]

自由化部門

[Ｂ]

合計

[Ａ]＋[Ｂ]

電気事業利益 ①

（電気事業利益率）

▲１１

（▲０．７％）

７９

（２．９％）

６８

（１．５％）

主
な
乖
離
要
因

退職給与金（数理計算上の
差異償却費）による影響

▲７５ ▲８５ ▲１６１

電力システム改革に伴う委
託費の増加による影響

▲４２ ▲２７ ▲６９

需要種別配分比率の補正に
伴う影響

▲４ ４ －

合計 ② ▲１２２ ▲１０８ ▲２３１

控除後電気事業利益 ①－②

（電気事業利益率）

１１１

（６．８％）

１８８

（６．８％）

２９９

（６．８％）

＜電気事業利益または損失＞ （億円）



5

可変費

固定費

固定費

固定費

可変費

【参考】規制部門と自由化部門の利益率の乖離要因（イメージ）

規制部門
69億kWh

自由化部門
188億kWh

販売電力量

規制部門 自由化部門

固定費

(＋118)

(＋113)

▲7.2％＜電気事業利益率への影響＞

退職給与金（数理計算上の差異償却額）
・電力システム改革に伴う委託の増加
による影響

▲4.0％

規制部門 自由化部門

②乖離要因合計

<収益> <費用> <収支>

（億円）

▲0.3％ 0.1％ ▲7.5％ ▲3.9％

需要種別配分比率の補正に伴う影響

▲231億円

①控除前

①－②控除後

▲0.7％ 2.9％

6.8％ 6.8％

規制部門 自由化部門

(＋4)

可変費

可変費

(▲4)

1,646

2,776

1,657

2,696

2,700

1,653

79

▲11



6４．料金原価・実績比較（前提諸元等）について

○ 主な前提諸元について、平成28年度は料金改定時の想定と比較して、販売電力量は減少（▲19億kWh、
▲6.9％）、為替レートは大幅な円安（＋28円/＄、＋35.0％）、原油価格は大幅に下落（▲67＄／ｂ、
▲58.8％）しております 。

原価① 実績② 差異②－①

販売電力量 （億kWh） ２７５ ２５６ ▲１９

為替レート （円/＄） ８０ １０８ ２８

原油価格 （＄/b） １１４ ４８ ▲６７

原子力利用率 （％） ３３.８ ２７．９ ▲５.９

経費対象人員 （人） ６,１８４ ５，６７３ ▲５１１

原価① 実績② 差異②－①

発受電電力量 ３０５ ２８３ ▲２２

自

社

発

電

水力 ２２ ２２ １

火力 １４９ １４１ ▲ ７

石炭 ７５ ８４ ９

石油 ３９ ２１ ▲１８

ガス他 ３５ ３６ １

原子力 ６０ ４９ ▲１０

新エネ ０.０３ ０.０３ ▲ ０

他社購入 ８３ １１７ ３３

他社販売等 ▲８ ▲４６ ▲３８

原価① 実績② 差異②－①

経営効率化額 ４１２ ４７８ ６６

＜前提諸元＞

＜需給バランス＞

＜経営効率化＞

（億kWh）

（億円）

＜主な変動要因＞

為替レートの円安化（＋35.0％）

原油ＣＩＦ価格の下落（▲58.8％）

節電や産業用の生産水準低下による
販売電力量の減少（▲6.9％）

原子力発電所の再稼働遅れ（▲5.9％）

徹底したコスト削減への最大限の取り組み

転籍制度の拡大等による人員削減

経済性に優れる電源（石炭、LNG、購入
電力等）の活用により、石油火力による
焚き増しを抑制

※ 経営効率化額の原価①には、査定額（131億円）を含む。
※ 原価は、平成25年度～平成27年度の３カ年平均値。実績は、平成28年度の値。（以降、同様）



7４．料金原価・実績比較（概観）について

○ 燃料価格の低下による影響や販売電力量の減少、コスト削減の深掘りや退職給付に係る数理計算上の差異償却費
の増加等により各々増減し、電気事業利益ベースで68億円（Ｐ３参照）の黒字となりました。

＜主な乖離要因＞

① 燃料費調整による収入の減

② 販売電力量の減少に伴う収入の減

③ ＣＩＦ価格下落に伴う需給関連費の減

④ 為替レートの円安化に伴う需給関連費の増

⑤ 販売電力量の減少に伴う需給関連費の減

⑥ 料金査定額を上回る効率化の深掘り

⑦ 退職給付に係る数理計算上の差異償却費の増加

⑧ その他

▲４２０億円

▲２８５億円

＋１００５億円

▲３７０億円

＋１５５億円

＋ ６５億円

▲１６０億円

＋ ７５億円

プラス （＋）表記は収支好転

マイナス（▲）表記は収支悪化

⑥については、申請原価に織り込んだ効率化額と査定額の合計を、効率化実績が上回った額を記載している。

燃料価格の低下による影響

＋２１５億円

販売電力量の減少による影響
（恒常的な需給関連収支の悪化）

▲１３０億円

コスト削減等による影響

＋６５億円

一時的な費用増による影響

▲１６０億円

・減少電力量（▲19億kWh）×織込収入単価（圧別）
・接続供給託送収益の増

114＄/ｂ →   48＄/ｂ

織込原油価格 実績原油価格

80 円/＄ → 108 円/＄

織込為替レート 実績為替レート

減少電力量 織込火力発電単価

▲19億kWh × 8.25円/kWh



8４．料金原価・実績比較（各費目の内訳）

規制部門 自由化部門 規制部門＋自由化部門

差異理由原価
①

実績
②

差異
②－①

原価
①

実績
②

差異
②－①

原価
①

実績
②

差異
②－①

人件費 217 334 117 261 371 109 478 705 227
退職給付に係る数理計算上の
差異償却費の増 等

燃料費 354 190 ▲163 926 504 ▲421 1,280 694 ▲585 燃料価格の低下による減 等

修繕費 285 261 ▲23 348 326 ▲20 633 588 ▲44
実施周期の見直し・工事内容
の精査 等

減価償却費 211 220 10 344 371 27 554 592 38
原子力設備の安全対策工事に
伴う増 等

購入電力料※ 192 227 35 450 549 99 642 777 134 再エネ受電の増加 等

公租公課 99 96 ▲ 2 188 183 ▲ 4 287 280 ▲ 6

原子力バックエ
ンド費用

25 33 9 64 85 21 88 119 30
再処理等拠出金法の施行に伴
う増 等

諸経費 335 372 37 522 522 0 857 894 37
電力システム改革に伴う委託
費の増 等

電気事業
営業費用合計

1,717 1,737 19 3,103 2,915 ▲186 4,820 4,652 ▲167

○ 平成28年度の実績費用は、退職給付に係る数理計算上の差異償却費や購入電力料が大幅に増加したものの、燃料
価格の低下や修繕費を中心とした徹底したコスト削減に努めたことなどから、料金改定時の想定原価と比較して、
規制部門・自由化部門合計で▲167億円（規制部門：19億円、自由化部門：▲186億円）減少いたしました。

（億円）

※ 再エネ交付金相当額を除く（以降、同様）。



9４．料金原価・実績比較（実績が原価を上回った費目：人件費）

○ 当社は、人事制度見直しに伴う転籍拡大などによる経費対象人員の削減に努め、平成28年度末時点において、
▲511人減少しましたが、退職給付に係る数理計算上の差異償却費の増加や出向者人件費（自社負担分）の原価不
算入分の差などにより、人件費は原価に対して227億円増加いたしました。

（億円）＜人件費＞

原価① 実績② 差異②－① 備考

役員給与 ３ ４ １

給料手当
※

３３１ ３９６ ６５ 出向者人件費（自社負担分）の原価不算入分の差、給与手当の差 等

退職給与金 ４２ １９６ １５４ 割引率の変更等に伴う数理計算上の差異償却費の増（１６１億円）

厚生費 ７３ ８１ ９

その他 ２９ ２５ ▲３

人件費合計 ４７８ ７０５ ２２７

※ 給料手当には給料手当振替額（貸方）を含む。

＜参考＞

原価① 実績② 差異②－①

経費対象人員 ６,１８４ ５,６７３ ▲５１１

（人）



10【参考】数理計算上の差異について

○ 退職給与金における数理計算上の差異とは、「①当該年度に認識すべき退職給付債務を期首時点で見積もった
期末見積もり額」と、「②割引率や実際の退職・昇給状況等の変動を踏まえた、期末時点での確定額」との差分
（③）のことをいいます。

＜数理計算上の差異の発生イメージ＞

退職
給付

見込額

現在価値に
割引計算

（退職）期首時点での
期末見積もり額

Ｘ期

②
退職
給付
債務

①
退職
給付
債務

【見積もり】

【確定】

期末時点での
確定額

③数理差異

②割引率や退職、昇給実
績等を反映し、当該年度
の退職給付債務が確定

③見積もり額と確定額の差
分（②－①）が「数理差異」
として認識

①期首時点で、期末の
退職給付債務を見積もり

（入社）

【将来】

Ｘ期までに
発生したと
認められる額



11【参考】数理計算上の差異償却の増加要因

○ 退職給付に関する会計基準では、退職給付債務の算定に用いる割引率は、国債等の安全性の高い債券の利回り
を基礎として設定することが規定されております。

○ 割引率の設定にあたっては、毎期末に割引率を再検討し、前期末と比較して、当該期末の割引率で計算した場
合の退職給付債務が１０％以上変動する場合は、当該期末の割引率を適用することと定められております。

○ 当社は、平成27年度末の退職給付債務の算定において、期末時点の割引率で計算したところ、金利が大幅に低
下したことで、前期末の割引率で計算した場合と比べ１０％以上の変動が生じたため、本基準に従い、割引率を
見直しており、その結果、27年度末時点で認識すべき退職給付債務が増加しました。

○ なお、当社の場合、数理計算上の差異は、発生事業年度の翌事業年度に一括費用処理する会計処理方法を採用
しており、28年度に一括で費用計上しております。

＜割引率の見直しに伴う数理差異の増加イメージ＞

退職
給付
債務

退職
給付
債務

増加分

（見直し前）

１０％以上の

変動を認識

（見直し後）

①前年度末の
割引率(１％)
を用いて算定

②当年度末の
割引率(0.1％)
を用いて算定

＜説明＞

① 平成26年度末に適用した割引率(1％)を用いて退職給付

債務を算定。

② 平成27年度末における「国債等の安全性の高い債券利回

り(0.1％)」をもとに債務を再算定し、①の算定結果と

比較したところ、10％以上の変動が生じたため、割引率

を見直し(1％→0.1％)。

③ 割引率の見直し等に伴い退職給付債務が増加。当社は、

増加分を数理差異として認識し、翌年度に一括費用計上。

③増加分は
数理差異として
認識し、翌年度
に一括費用化



12４．料金原価・実績比較（実績が原価を上回った費目：減価償却費）

○ 減価償却費については、坂出２号機リプレースに伴う火力設備に係る償却費や安全対策工事の実施に伴う原子
力設備に係る償却費が増加したことなどから、原価に対して38億円増加いたしました。

＜減価償却費＞

原価① 実績② 差異②－①

電源部門計 ２６２ ３２０ ５８

水力 ４０ ３７ ▲２

火力 ９０ １０９ １９

原子力 １３２ １７３ ４１

新エネ １ ０ ▲０

流通・その他部門計 ２９２ ２７１ ▲１９

送電 １０１ ９４ ▲６

変電 ７６ ６９ ▲６

配電 ７７ ７７ ０

業務 ３７ ２９ ▲７

合計 ５５４ ５９２ ３８

（億円）



13４．料金原価・実績比較（実績が原価を上回った費目：購入電力料）

○ 購入電力料については、再エネ受電の増加等により、原価に対して134億円増加いたしました。

（億円）
＜購入電力料＞

原価① 実績② 差異②－① 備考

購入電力料 ６４２ ７７７ １３４

うち、再エネ ４３ １３１ ８８ 買取電力量の増（織込：７億kWh→実績：27億kWh）



14４．料金原価・実績比較（実績が原価を上回った費目：バックエンド費用）

○ バックエンド費用については、再処理等拠出金法の施行等により、原価に対して30億円増加いたしました。

（億円）
＜バックエンド費用＞

原価① 実績② 差異②－① 備考

バックエンド費用 ８８ １１９ ３０

再処理等費 ６２ － ▲６２ 再処理等拠出金法の施行による廃止

再処理等拠出金費 － ８７ ８７ 再処理等拠出金法の施行による新設

特定放射性廃棄物処分費 １２ １２ ０

原子力発電施設解体費 １４ １９ ４
解体引当金省令等の改正（25年10月）に伴う引当方法の変更
[生産高比例方法→定額法]



15４．料金原価・実績比較（実績が原価を上回った費目：諸経費）

○ 諸経費については、徹底したコスト削減に努めたものの、電力システム改革に伴うシステム開発・改修による
委託費の増加などから、原価に対して37億円増加いたしました。

（億円）

原価① 実績② 差異②－①

廃棄物処理費 60 55 ▲ 4

消耗品費 24 16 ▲ 8

補償費 8 7 ▲ 0

賃借料 90 85 ▲ 4

託送料 77 63 ▲ 14

事業者間精算費 16 13 ▲ 2

委託費 322 366 45

損害保険料 10 3 ▲ 5

原子力損害賠償資金補助法一般負担金 － 0 0

原賠・廃炉等支援機構一般負担金 65 65 0

普及開発関係費 4 21 17

養成費 11 7 ▲ 2

研究費 30 33 3

諸費 70 92 22

うち寄付金 － 0.4 0.4

うち団体費 3 10 7

貸倒損 2 1 ▲ 0

固定資産除却費 73 62 ▲11

共有設備費等分担額 3 2 ▲ 0

共有設備費等分担額（貸方） ▲ 3 ▲ 2 0

建設分担関連費振替額（貸方） ▲ 1 ▲ 0 0

附帯事業営業費用分担関連費振替額（貸方） ▲ 2 ▲ 2 ▲ 0

接続供給託送料 － 0 0

原子力廃止関連仮勘定償却費 － 3 3

電力費振替勘定（貸方） ▲ 2 ▲ 2 0

諸経費計 857 894 37

原価① 実績② 差異②－①

地帯間・他社販売電力料 ▲120 ▲384 ▲264

託送収益 ▲ 36 ▲ 63 ▲27

電気事業雑収益 ▲ 42 ▲ 40 1

その他 ▲ 28 ▲ 47 ▲19

控除収益計 ▲226 ▲536 ▲309

＜参考：控除収益＞（億円）＜諸経費（再掲）＞

＜実績が原価を上回った項目の主な差異要因＞

【委託費】

・電力システム改革に伴うシステム開発・改修による増

【普及開発関係費】

・販売活動費など料金原価不算入分の支出

【研究費】

・設備の信頼性確保や運用管理の高度化、再エネ大量導入への対策等

に資する研究支出の増

【諸費】

・電力システム改革等に係るソフトウェア費用の増

・各種事業団体の団体費など一部料金原価不算入分の支出



16４．料金原価・実績比較（kWhあたり単価）

○ 原価および実績費用を販売電力量あたり単価で比較した場合、設備費等は、人件費の増や原子力設備の償却費
等の増加に加え、販売電力量が大幅に減少（▲6.9％）したことから、原価に対して＋1.75円/kWh増加いたしま
した。一方、燃料費等は、燃料価格の低下に伴い▲1.09円/kWh減少したことから、費用合計では原価に対して＋
0.65円/kWh上回りました。

規制部門 自由化部門 規制部門＋自由化部門

原価① 実績② 差異②－① 原価① 実績② 差異②－① 原価① 実績② 差異②－①

人件費 2.94 4.87 1.93 1.30 1.98 0.68 1.74 2.75 1.02

修繕費 3.86 3.81 ▲ 0.05 1.73 1.74 0.02 2.30 2.30 ▲ 0.00

減価償却費 2.85 3.21 0.36 1.71 1.98 0.28 2.01 2.31 0.30

公租公課 1.34 1.41 0.07 0.93 0.98 0.05 1.04 1.09 0.05

諸経費 4.53 5.42 0.89 2.59 2.79 0.20 3.11 3.49 0.38

設備費等 15.52 18.72 3.20 8.25 9.47 1.22 10.21 11.95 1.75

燃料費 4.79 2.77 ▲ 2.03 4.59 2.69 ▲ 1.91 4.65 2.71 ▲ 1.94

購入電力料 2.60 3.31 0.71 2.24 2.93 0.70 2.33 3.03 0.70

原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 0.33 0.49 0.16 0.32 0.46 0.14 0.32 0.47 0.14

燃料費等 7.73 6.57 ▲ 1.15 7.15 6.08 ▲ 1.07 7.30 6.21 ▲ 1.09

合計 23.25 25.29 2.04 15.40 15.55 0.15 17.51 18.16 0.65

（円/kWh）

【原価】17.51円/kWh

設備費等：10.21円/kWh

燃料費等： 7.30円/kWh

【実績】18.16円/kWh

設備費等：11.95円/kWh

燃料費等： 6.21円/kWh

※ 控除収益は除く。

営業費用計 販売電力量設備費等 燃料費等

原 価 4,820 2,810 2,010 275

実 績 4,652 3,061 1,590 256

増減率
（規制部門）

▲3.5％
（＋1.2％）

＋9.0％
（＋12.1％）

▲20.9％
（▲20.9％）

▲6.9％
（▲7.0％）

（億円、億kWh）



17５．経営効率化

○ 平成28年度のコスト削減実績については、徹底したコスト削減に努めたことにより、料金改定申請時に計画し
た効率化目標額（281億円）および料金認可時における査定額（131億円）の合計（412億円）を上回る478億円の
コスト削減を達成いたしました。

（億円）
主な削減内容[実績額]

コスト削減額

①計画 ②実績 差異②－①

人件費
・給与・賞与の減額、人員削減 [５６]
・福利厚生制度の見直し [７]

１３６ ７９ ▲５７

燃料費
購入電力料

・燃料調達コストの低減 [６９]
・卸取引所の活用 [２]

４１ ８２ ４１

修繕費 調達価格の低減、工事実施周期の見直し・工事内容の精査 [１３２] ８８ １３２ ４４

設備投資関連費 調達価格の低減、工事実施周期の見直し・工事内容の精査 [２７] ２６ ２７ １

その他
・委託費の減[１９]
・普及開発関係費の削減 [１１]
・研究費の削減 [１２]

１２１ １５７ ３６

合計 ４１２ ４７８ ６６

※ ①計画には、査定額（合計131億円）を含む。

本年度は緊急避難的な繰延べは未実施。



18５．経営効率化（削減内容の内訳）

主な削減内容 具体的な取り組み

人件費
・給与・賞与の減額、人員削減

・給与・賞与の減額
・定時採用の削減、人事制度見直しに伴う転籍拡大 等

・福利厚生制度の見直し ・カフェテリアプラン、文化体育活動支援などの見直し 等

燃料費
購入電力料

・燃料調達コストの低減
・割安な燃料（低品位炭・高硫黄Ｃ重油等）の積極活用
・燃料の価格低減に向けた取り組み（競争購入、新規銘柄の試験燃焼等）
・輸送経費や国内諸経費削減への取り組み 等

・卸取引所の活用 ・卸取引所の活用

修繕費・
減価償却費

調達価格の低減、工事実施周期
の見直し・工事内容の精査

・点検頻度の見直しによるメンテナンス費用の削減
新たな工法の考案による工事コストの削減
他電力会社等との共同調達による調達価格の低減
・各種調達施策の活用、発注先の見直し 等

その他

・委託費の減 調達価格の低減、実施周期の見直し・内容の精査

・普及開発関係費の削減 ・新聞、TV、ラジオでの広報活動の厳選実施 等

・研究費の削減 ・研究内容の厳選による研究費の削減

・その他 ・不動産賃借料の低減・借入物件契約数の減 等



19５．経営効率化（主な効率化事例①）

【事例】坂出２号機リプレース工事におけるコスト低減・工期短縮

○ タービン建屋の地下躯体工事における新たな工法を採用することにより、コスト低減と工期短縮を実現しました。

従来、タービン建屋の地下躯体は、鉄筋コンクリート

造とし、フーチング※を介して荷重を伝達する構造で

あったため、コストが大きく工期も長期間必要でした。

タービン建屋においては、柱と杭を直結し、地中梁を

鋼製とする新技術（柱－杭一体化工法）を採用すること

で、これまでの鉄筋コンクリートの基礎構造に比べ部材

断面をスリム化することができ、基礎躯体の数量や掘削

土量を削減するとともに、工期の短縮を図ることができ

ました。

◇柱－杭一体化工法の概要背景

改善内容

※建物の基礎にかかる荷重を分散する

ために、基部を幅広くした部分

（断面図）

柱-杭一体化工法従来工法



20５．経営効率化（主な効率化事例②）

【事例】変電所のエアレス化推進によるメンテナンス費用の削減

○ 空気圧で操作する変電機器を老朽取替に合わせ電動化していくことで、変電所全体のエアレス化を推進し、メンテ
ナンス費用の削減を図っております。

開閉機器の老朽取替などのタイミングに合わせ、操作

方式を空気操作方式から電動ばね操作方式へ計画的に取

替えることにより、コンプレッサーを撤去（エアレス

化）し、コンプレッサーにかかるメンテナンス費用の削

減を図りました。

◇ 変電所エアレス化のイメージ背景

改善内容

変電所に設置されている遮断器などの開閉機器を操作

する方式は、これまでは、圧縮空気の空気圧により操作

を行う空気操作方式が主流でした。

この空気操作方式は、圧縮空気を生成するための空気

圧縮装置（コンプレッサー）を設置しているため、コン

プレッサーの定期点検費用、老朽部品取替や空気配管の

エア漏れ修繕などの費用が必要となります。

一方、近年では、ばねの力で操作を行う電動ばね操作

方式が適用されています。



21

当社では、石油火力において脱硫装置を設置し高硫黄Ｃ重油
を活用するといった従来の取組みに加え、石炭火力における亜
瀝青炭等の低品位炭の利用拡大など、割安に調達可能な燃料を
積極活用し、燃料費の低減に努めております。

燃料の価格低減に向けた取り組み

また、原油や石炭の新しい銘柄の試験燃焼にも積極的に取り
組むことで調達対象を広げるとともに、安定調達に配慮しつつ
競争購入を拡大し、契約条件の改善に取り組むなど、各燃料の
調達価格の低減にも努めております。

加えて、安価かつ品質の確かな石炭の安定調達と、新たな収
益機会の創出を目指し、平成28年４月には石炭の現地調達会社
をオーストラリアに設立いたしました。

項 目 取 り 組 み 内 容

石 油
・安価な高硫黄Ｃ重油の活用
・新規原油銘柄の試験燃焼

石 炭

・安価な低品位炭の利用拡大
・新規銘柄の試験燃焼
・銘柄を特定しないスペック

指定での購入
・契約更改時の条件見直し
・海外における現地調達会社の設立

ＬＮＧ ・坂出２号機のコンバインドサイクル化

輸送経費・
国内諸経費

・大型専航船（石炭）の継続利用
・基地・中継経費の削減
・手数料の削減
・海外炭の共同輸送の実施

割安な燃料の積極活用

輸送経費や国内諸経費削減への取り組み

さらに、石炭輸送において大型専航船を軸に中期・短期契約
を効果的に組み合わせるとともに、国内での各燃料の中継・保
管などにかかる経費、輸入にかかる諸手数料などの削減にも努
めております。

◇ 燃料費における効率化の取り組み

５．経営効率化（主な効率化事例③）

【事例】燃料費における効率化

○ 当社では、安定的かつ低廉な電力供給を行えるよう、燃料の安定確保と調達価格の低減に努めるとともに、設備更
新による発電効率の向上にも取り組んでおります。

○ 平成28年度においても、安価な低品位炭の利用拡大など、これまでの取り組みを深掘りするとともに、更なる安
価・安定調達を目指して検討を進め、平成28年４月には、業界で初めて海外（産炭地）に石炭の現地調達会社を設立
いたしました。



22５．経営効率化（主な効率化事例④）

【事例】現地調達会社の設立によるコスト低減

○ 海外（産炭地）に石炭の現地調達会社を設立し、安価かつ品質の確かな石炭の安定調達や新たな収益機会の創出を
目指しております。

【参考：YN Energy社を通じた石炭調達量】

2016年度（実績） 2017年度（予定）

43万t 103万t

平成28年４月に、石炭の現地調達会社（YN 

Energy社）をオーストラリアに設立いたしま

した。

同社を通じて、生産者から直接買い付けを

行い､高品位な石炭と割安で低品位な石炭を、

当社の発電所に適合する品質となるよう自ら

ブレンドまで行うことにより、安価で品質の

確かな発電用石炭を安定的に調達しておりま

す。

また、他事業者への販路拡大も視野に事業

を展開してまいります。

取り組み内容

四国電力

生産者Ａ
YN Energy社

(豪州ﾆｭｰｷｬｯｽﾙ)

他ユーザー等

石炭
販売

石炭調達
(複数の石炭をﾌﾞﾚﾝﾄﾞ)

石炭ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ等 生産者Ｂ

生産者Ｃ

・・・



23５．経営効率化（主な効率化事例⑤）

【事例】燃料転換およびＬＮＧコンバインドサイクル発電の導入

○ 燃料費の抑制やCO2排出量低減等の観点から、石油に比べ安価で環境性に優れるＬＮＧの利用拡大を進めてお
ります。

・平成22年に、坂出発電所４号機の燃料を石油からＬＮＧへ転換するとともに、同１号機を発電効率が高く
経済性に優れているＬＮＧコンバインドサイクル発電へ設備更新しました。

・また、平成28年には、同２号機についても、石油を利用した汽力発電から、ＬＮＧコンバインドサイクル
発電へのリプレースを行いました。

1号機
(リプレース)

新２号機
(リプレース)

4号機
(燃料転換)

運開時期 平成22年8月 平成28年8月 平成22年3月

定格出力 29.6万kW 28.9万kW 35.0万kW

発電方式
ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ
ｻｲｸﾙ発電

ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ
ｻｲｸﾙ発電

汽力発電

熱効率※
約57%

（約51％）
約58%

（約53％）
約44％
（約40％）

◇ 坂出発電所へのLNG導入状況

※熱効率欄上段は低位熱効率、下段（）内は高位熱効率を示す。

◇コンバインドサイクル発電の概要

ガスタービンと蒸気タービンを組み合わせた複合発電方式

により、高い熱効率を得ることが可能となる発電方式。

低位熱効率は、燃料の発熱量（高位発熱量）から水分の蒸発量を予め差し引い
た発熱量（低位発熱量）を基準に算定。このため、高位熱効率は、低位熱効率
と比べて水分の蒸発熱量の分低くなる。
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取り組み内容

○ 当社では、水力発電所の既設水車の設備更新の機会を捉えた高効率水車の導入や設備余力の活用により発電効率の
向上および出力増強を行うことで、火力発電所の燃料費抑制に取り組んでおります。

○ 平成28年度においても、３ヵ所の発電所で合計約1,600ｋＷの出力増強を行っております。

今後も、このような設備更新等の機会を捉えた出力増

強に積極的に取り組み、貴重な純国産の再生可能エネル

ギーである水力の有効活用に取り組んでまいります。

【事例】水力発電所における効率化

５．経営効率化（主な効率化事例⑥）

発電所名
出力増加
の種類

出力[kW]

増加前 増加後 増分

伊尾木川
（高知県）

高効率水車 7,700 8,100 400

小村
(愛媛県)

設備余力 2,900 3,100 200

出合
(徳島県)

設備余力 9,600 10,600 1,000

◇ 平成28年度の出力増加実績

◇ 高効率水車の導入の一例

高効率水車の導入により、平成12年度からの20年間

で約3万kW、年間7千万kWh程度(一般家庭約2万2千世帯

相当)の出力増加を計画しております。

このうち、28年度には伊尾木川発電所において、高

効率水車への取替により、400kWを増加させました。

◇ 高効率水車の導入

設備変更なく増取水により出力増加が可能となる発

電所の精査を進め、昨年度は小村発電所、出合発電所

において、出力を増加させました。

◇ 設備余力の活用



25５．経営効率化（主な効率化事例⑦）

○ 当社は、社長を委員長とする「経営改革特別委員会」の下、一層の経営体質の強化を図る観点から、コスト削減
等を重点課題として掲げ、これまで取り組んできた経営効率化施策を総点検するとともに、課題解決に向けて取り
組みを加速しています。

〇 また、「経営改革特別委員会」の下部組織として「調達検討部会」を設置し、資材部門と各設備主管部門が一体
となって、調達価格の低減に向けた検討に取り組んでおります。

経営改革特別委員会
（平成24年10月設置、年２回開催）

調達検討部会
（平成25年１月設置、年２回開催）

＜経営改革特別委員会の組織体制＞

【事例】経営改革特別委員会の設置

・報告

・審議事項の付議

・方針決定

・助言、指導

【構成】
委員長 ： 社長 副委員長 ：関係部門担当役員
委 員 ： 関係部長

【設置目的】
○ これまで取り組んできた経営効率化施策の総点検
○ 経営体質強化施策の検討

【構成】
資材部長、経営企画部長、事業企画部長および各設備
主管部長

【設置目的】
○ コストと品質のトレードオフ問題の検討
○ 部門間相互比較を通じたコストダウン施策の検討

【構成】
資材部門および各設備主管部門の実務担当者

【設置目的】
○ 個別案件毎の具体的なコストダウン施策の検討

・報告

・審議事項の付議

・方針決定

・助言、指導

（下部組織）

調達検討ＷＧ

（各部門毎に開催）



26５．経営効率化（主な効率化事例⑧）

○ 納入時期・納入場所が異なる同種製品をまとめて一括発注することや、他電力会社等との間で同種製品をまとめて共同

調達することにより、ボリュームディスカウントを図っております。

【事例】一括発注・共同調達

＜共同調達のイメージ＞

当社

他電力会社
取引先

交渉・契約

○単独調達（個社毎に交渉）

交渉・契約

○共同調達（複数社の調達案件をまとめて交渉）

取り組み内容

納入時期・納入場所が異なる自動電圧調整器をま

とめて競争発注することにより、ボリュームディス

カウントを図りました。

◇ 自動電圧調整器の一括発注

◇ 液体アンモニアの共同調達

火力発電所向け液体アンモニアについて、他電

力会社と共同で競争発注（平成28年度下期～平成29

年度上期の調達分）することにより、ボリューム

ディスカウントを図りました。

＜自動電圧調整器＞

当社

他電力会社
取引先トータルボリューム

で代表会社が交渉



27６．電気料金に関する考え方と現下の経営環境を踏まえた取組状況について

○ 当社は、平成24年１月の伊方発電所１～３号機全台停止に伴い、25年９月に料金値上げを実施させていただき
ましたが、お客さまのご負担を少しでも軽減する観点から、原子力規制委員会による新規制基準が施行された25
年７月に、伊方３号機が再稼働することを織り込み、25年度から27年度の３年間を原価算定期間として料金を算
定いたしました。

○ 25年７月以降も、伊方発電所全台停止が続きましたが、電気料金の再値上げを回避すべく、全社一丸となって
労働生産性の向上や資機材調達コストの低減等の経営効率化に加え、修繕工事等の緊急避難的な繰延べを実施す
ることで、経営収支の改善に努めるとともに、安全性の確保を大前提に伊方３号機の早期再稼働に向けて安全対
策工事を着実に実施してまいりました。

○ 伊方３号機については、通常運転再開を28年９月に果たし、その後も安全・安定稼働を継続することにより、
電力需給や収支の安定化に大きく寄与しております。

○ 一方で、現在、現行料金の原価算定期間は終了しておりますが、上記のとおり、伊方３号機の再稼働は現行料
金に織込み済であることに加え、当初の想定よりも、節電や離脱の影響などにより販売電力量が大幅に減少する
とともに、原子力の安全対策工事に係る減価償却費等の大幅な費用増が見込まれ、現段階においては値下げする
ことは困難な状況です。

○ こうした中、当社としては、更なるコストダウンはもとより、お客さまの利便性に資する多様な料金メニュー
の設定や、お客さまのお困り事の解決など非価格サービスの充実をはかることに加え、卸販売の拡大や四国域外
での販売などにも取り組んでおります。また、電気料金の値下げについては、お客さまからのご期待が大きいこ
とは重々承知しており、引き続き、当社経営の重点課題と位置づけて、検討を重ねてまいります。

○ また、こうした当社の取り組み状況については、地域の皆さまのご意見を直接お伺いする「お客さま懇談会」
や社長定例会見、ＨＰに加え、日常の営業活動等、お客さまと直接お会いする機会等も最大限活用して、今後も
丁寧な情報発信・コミュニケーションに努めてまいります。



28【参考】収支見通し
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28年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 29年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

（参考）料金改定時の織込み離脱率（＝１％）

○ 平成28年度は、伊方３号機の再稼働等による収支好転要因はあったものの、退職給付に係る数理計算上の差異
償却費などが増加したことにより、全社の当期純利益は82億円の黒字、規制部門については13億円の赤字となり
ました。

○ 29年度は、数理差異償却費の反動減が見込まれるものの、電力需要が減少していることに加え、これまで抑制
してきた修繕費などが増加すること等から、全社の当期純利益は145億円の黒字、規制部門は15億円の黒字となる
見通しです。

28年度の純利益

82億円（規制部門：▲13億円）

数理差異償却費

の反動減

＋160億円

＜今後の収支変動要因（イメージ）＞

修繕費の増

▲65億円

電力需要の減

▲110億円

更なるコスト削減や

販売拡大に取り組む

コスト削減等による

収支改善

＋85億円

29年度の純利益(見通し)

145億円（規制：15億円）

需要の減少や伊方３号機

の安全対策投資に係る

減価償却費の増加など

30年度以降

＜競争状況（離脱率）の推移（H28.4～）＞ ＜伊方発電所の安全対策費見通し＞

設備対応
短期対策 約720億円

中長期対策 約940億円

解析・評価など 約240億円

合計 約1,900億円

（出所）「電力取引報結果」（電力・ガス取引監視等委員会）

※ 離脱率＝当社エリアの新電力の販売電力量／四国エリアの流通対応需要
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20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

見通し

１号機（56.6万ｋＷ）

２号機（56.6万ｋＷ）

３号機（89万ｋＷ）

37.8％

（％）

90.9％

79.6％
84.5％

改定前料金織込：82.0％

(伊方発電所１～３号機全台稼働を織込)

現行料金織込：33.8％

(伊方３号機のみの稼働を織込)

（千kWh）

27.9％ 30.5％

【参考】原子力設備利用率の推移

＜原子力発電量と設備利用率の推移＞

○ 震災前の料金（平成20年９月実施）では、伊方１～３号機全台稼働を前提として、設備利用率82％で原価に織り
込んでおりましたが、震災以降、定期検査開始にあわせて順次稼働を停止することとなり、24年１月には伊方発電
所が全台停止にいたりました。このため、25年９月に料金値上げをさせていただいておりますが、その際には、伊
方１・２号機の停止に伴う設備利用率の低下（需給関連費の増加）を料金原価に織り込む一方、伊方３号機につい
ては、25年７月から再稼働するものとして、料金原価に反映いたしました。

＜料金織込の原子力設備利用率＞

改定前料金織込
(20年９月実施)

・１号機：８２．１％
・２号機：８８．０％
・３号機：７５．９％

(伊方１～３号機全台通常稼働）

現行料金織込
(25年９月実施)

・１号機： ０％
・２号機： ０％
・３号機：７６．７％

(１・２号機：稼働なし、３号機：25年７月再稼働)

３機合計
３３．８％

３機合計
８２．０％

※ 原子力設備利用率は、廃止している伊方１号機を含む



30【参考】労働生産性と競争発注比率の推移

＜競争発注比率の推移＞＜労働生産性（一人当たり販売電力量）の推移＞
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30年度目標値：30％

○ 労働生産性（一人当たり販売電力量）については、販売電力量が減少するなか、人員削減により、向上に努め
ております。

○ 競争発注比率については、料金値上げの際に、30年度に30％まで引き上げることを目標に掲げ、その達成に向
けて、28年度の競争発注比率は27％となりました。今後とも仕様の標準化や簡素化等を進め、競争発注比率の拡
大に一層努めてまいります。
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31【参考】販売電力量の推移

※ 需要の減少影響が料金原価単価に与える影響を、固定費部分について需要減少分を補正することで概算したもの
（＝ＮＷ固定費[原価]÷ＮＷ対応需要[実績]＋電源固定費[原価]÷電源対応需要[実績]＋可変費[原価]単価）

○ 当社の販売電力量につきましては、節電等による四国エリアの需要減少や競争の進展に伴う離脱の増加により、
減少傾向となっております。

○ この結果、販売電力量当たりの料金原価（原価単価）は、29年度見通しでは、料金織込から１円上昇（17.9円
/kWh→18.9円/kWh）しております。このため、販売電力量の減少による収支影響は、29年度見通しの販売電力量
（250億kWh）を乗じた250億円と算定され、実質的な固定費負担が増加しておりますが、販売拡大や効率化の深掘
り等により、収支悪化の抑制に努めております。
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料金織込
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見通し

(億kWh)

節電等：▲15

節電等：▲18

離脱：▲4
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原価単価※

[円/kWh]

上昇率[%]

＋1.0円/kWh

＜販売電力量の推移＞

0



32【参考】ご家庭のお客さま向け新料金プラン・サービス ①

◇ご家庭向け新料金プラン・割引制度

・平成29年4月 電気のご使用量の多いお客さま向けの新料金プラン
「おトクｅプラン」を導入

・平成29年4月 当社とのご契約継続期間が1年を経過するごとに、
翌月の電気料金を割引する制度「ありがとう割引＊」
を導入 ※割引額：▲1,032円（税込）

＊当社が指定する料金プランをご契約いただいているお客さまが対象

［ご家庭向けの主な料金プランのラインナップ］

※ 詳しい情報は、当社ホームページの「電気料金のご案内」
（http://www.yonden.co.jp/kouri/menu/）をご参照ください。

:ありがとう割引・料金連動ポイント対象プラン

従量電灯
時間帯等を気にせず
ご利用になるご家庭

おトクeプラン
[平成29年４月導入]
時間帯等を気にせず
電気を比較的多く

ご利用になるご家庭

ホリデーeプラン
[平成28年４月導入]
休日に電気を多く

ご利用になるご家庭

スマートeプラン
［タイプL+］

[平成28年４月導入]
夜間に電気を多く

ご利用になる
電化住宅のご家庭

スマートeプラン
［タイプH+］

[平成28年４月導入]
電気を多くご利用になる

電化住宅のご家庭

［少ない］ 月平均の使用量 ［ 多 い ］

◇無料会員制Webサービス「よんでんコンシェルジュ」

の新ポイントサービス

・平成27年3月 「よんでんコンシェルジュ」のサービス開始
・平成29年4月 毎月の電気料金のお支払いごとにポイントが貯まる
「料金連動ポイント」サービスを開始＊

「よんでんポイント（料金連動ポイント）」のイメージ

お支払額２００円につき、
「１よんでんポイント」

が貯まる！

￥
￥￥

「よんでんポイント」は、「他社ポイント」
「四国地方特産品」への交換や、

「豪華賞品が当たる抽選」への応募に利用可能

お好きな商品等に
交換可能

他社ポイントへの交換先もどんどん広がっています！この他にも、ポイントがどんどん貯まる！

読んで貯まる！
コラム・レシピ等

見て貯まる！
電気ご使用量の

お知らせ

遊んで貯まる!
よんでん
すごろく

お支払いのたびに
貯まる！！

＊当社が指定する料金プランをご契約いただいているお客さまが対象
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よんでん「生活トラブル駆けつけサービス」

ご自宅

◇あんしんサポートサービス

・平成29年2月 電気のご使用状況の変動を確認する「あんしん
ポートサービス」を開始

［あんしんサポートサービスの概要（イメージ）］

スマートメーターを活用し、電気のご使用状況について
一定以上の変動が確認できなかった場合、ご家族の方な
どに、翌朝、メールを送信

親御様など

①

※ 確認先は、スマートメーターにより自動検針しているご家庭で、「よんでん
コンシェルジュ」にご登録いただいているお客さま

（当社が四国域外で供給する首都圏・関西圏も対象）
※ お知らせメールは、設定されたアドレス（最大３件まで任意で設定可能）に

送信

当 社 ご 家 族

③

② 判定

①３０分ごとのご使用量データを自動収集
②ご使用量が一定以上変動しているかを毎日夜間にシステム判定
③使用量変動が一定未満の場合、翌朝（７時ごろ）にお知らせメールを送信

（確認先）

「よんでんコンシェルジュ」
のご登録

お知らせ
メール

昨日は使用量の変
動が小さかったみ
たい。
電話してみよう。

スマート
メーター

◇生活トラブル駆けつけサービス

・平成29年6月 お客さまの「水まわり」「鍵」「ガラス」に関す
る生活トラブルに対して、ご依頼に基づき専門業
者を手配し、迅速に駆けつけ、応急処置等を通常
料金と比べ割安にご提供する「生活トラブル駆け
つけサービス」を開始

＊当社が指定する料金プランをご契約いただいているお客さまが対象

[サービスご利用の流れ]

④出動･駆けつけ対応

③お伺い日時のご連絡

①専用ダイヤル
にお電話

②手配

お客さま トラブル発生!

コール
センター

お客さま

専門業者

解 決 !

受付対応
（24時間365日受付!）

私たちにお任せください !

【参考】ご家庭のお客さま向け新料金プラン・サービス ②



34【参考】部門別収支等のホームページ公表箇所について

○ 部門別収支算定結果や料金原価・実績比較などの電気料金の事後評価に関する情報については、お客さまのア
クセスを容易にするため、できるだけ分かりやすい場所に掲載しております。


